


☆　この書類は、ご面談にかかる時間を短縮するために利用させていただきます。
ななおお、、本本書書類類ははおお返返ししででききまませせんんののでで、、ああららかかじじめめごご了了承承くくだだささいい。

☆　お手数ですが、可能な範囲でご記入いただき、借入申込書に添えてご提出ください。
お名前 ☆　ここのの書書類類にに代代ええてて、、おお客客ささままごご自自身身がが作作成成さされれたた計計画画書書ををごご提提出出いいたただだいいててもも結結構構でですす。。

１１　創創業業のの動動機機（創業されるのは、どのような目的、動機からですか。） ５５　従従業業員員

※ 創業に際して、３ヵ月以上継続雇用を予定している従業員数を記入してください。
６６　おお借借入入のの状状況況（法人の場合、代表者の方のお借入）

２２　経営者の略歴等経営者の略歴等（略歴については、勤務先名だけではなく、担当業務や役職、身につけた技能等についても記載してください。）
事業 住宅 車 教育 カード その他
事業 住宅 車 教育 カード その他
事業 住宅 車 教育 カード その他

７７　必必要要なな資資金金とと調調達達方方法法

事業を経営していたことはない。
事業を経営していたことがあり、現在もその事業を続けている。

（ ）
事業を経営していたことがあるが、既にその事業をやめている。

（ 月 ）
特になし 有 （ ）
特になし 有 （ ）

３３　取取扱扱商商品品・・ササーービビスス
① （売上シェア ％）
② （売上シェア ％）
③ （売上シェア ％）

８８　事事業業のの見見通通しし（（月月平平均均））

４４　取取引引先先・・取取引引関関係係等等 後( 年

（ ）

（ ）

（ ）

（注）個人営業の場合、事業主分は含めません。
（ ）

９９　自自由由記記述述欄欄（追加でアピールしたいこと、事業を行ううえでの悩み、欲しいアドバイス等）

（ ）

ほかに参考となる資料がございましたら、併せてご提出ください。
（日本政策金融公庫　国民生活事業）

他の金融機関等からの借入
（内訳・返済方法）

１年後
又は軌道に乗った

月頃）

（内訳）

％ ％ 日〆 日支払

ほか 社

ほか 社

日〆

％

日支払

％ ％ 日〆 日支払

％ ％

日支払

％ ％ 日〆 日支払

％ ％

日回収

日回収

％ 日〆 日回収

％ ％ 日〆

％ ％

申請中
番号等

公庫処理欄

回収・支払の条件
フリガナ
取引先名

（所在地等（市区町村））

からの借入
日本政策金融公庫　国民生活事業

人
人

調達の方法

万円 万円

お使いみち お借入残高 年間返済額

金　額必要な資金

万円 万円
万円 万円

常 勤 役 員 の 人 数
（ 法 人 の 方 の み ）

従 業 員 数
（３ヵ月以上継続雇用者※） 人

（うち家族従業員）

（うちパート従業員）
人

ほか

（内訳・返済方法）

販
売
先

外
注
先

売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算された根拠をご記入ください。

万円合　　計万円合　　計

万円 万円

掛取引
の割合シェア

合 計 ③

① － ② － ③

社 経
費

万円

日〆

日〆

販売ターゲット・
販 売 戦 略

競 合 ・ 市 場 な ど
企業を取り巻く状況

取 扱 商 品
・ サ ー ビ ス
の 内 容

取 得 資 格
知 的 財 産 権 等

年　月 内　容

年創創　業業　計計　画画　書書

セールスポイント

⇒やめた時期： 年

過 去 の
事 業 経 験

日作成〕月

月）

人件費（注）

支 払 利 息

そ の 他

万円

家 賃

お借入先名

設
備
資
金

公庫処理欄

〔令和

月、

公庫処理欄

見積先

万円

売 上 高 ① 万円 万円

利 益 万円 万円

金　額

自己資金

親、兄弟、知人、友人等からの借入 万円

万円

万円

万円

万円

万円

店舗、工場、機械、車両など
（内訳）

人件費の支払 日〆

仕
入
先

万円

創業当初

万円

万円

公庫処理欄

商品仕入、経費支払資金など

運
転
資
金

登録済

万円

日支払（ボーナスの支給月

万円

万円

売 上 原 価 ②
（ 仕 入 高 ）

万円

⇒事業内容：

合計が一致すれば OK

創業計画書とは、事業内容や企業の戦略・収益の見込みなどを説明するための文書。
今描いているビジネスプランを客観視する為に、起業のアイデアが固まったらぜひ作成してみましょう。

今回は多くの創業者が利用している、日本政策金融公庫の「創業計画書」を元に記入のポイントをご紹介します。

書ききれない場合は別紙に資料添付や詳細を記載しましょう。　こちらのフォーマットは日本政策金融公庫のHPからダウンロードできます。

創業計画書の書き方
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7

8

なぜその事業をやりたいのか。その事業を通じて実現
したいことは何か。
誰の役に立つのか。あなたの強い想いとやる気を伝え
ましょう。

創業の動機1
確定していなければ見込み数を記載。

従業員数9

住宅ローンや自動車ローンなどプライベートで借り
入れしているものの詳細を記載しましょう。

お借入の状況10

・店舗や工場を購入するのであればその価格。賃貸で
あれば保証金。
・工事費（内装•外装•電気ガス•給排水•冷暖房•防災等）
・必要機器•備品（車•PC•機械類）
上記の見積りを取り、記載しましょう。
公庫に申請の際は見積書も必要です。

必要な資金（設備資金）11

・人件費 ( 給与•交通費•社会保険 ) 
・仕入　・外注先への支払い　・リース代　
・家賃　・広告宣伝費　・消耗品代　等
毎月の事業資金を記載しましょう。

必要な資金（運転資金）12

自己資金は創業準備の証です。
計画的に貯蓄をし、創業に備えることが大切です。

自己資金13

調達先毎に毎月の返済額と返済回数、利息の有無も
書きましょう。

借入14

平日、休日、時間帯別にいくつかの場合に分けて計算
し、それらを合計します。計算式を根拠欄に記載。

売上高15

できるだけ根拠を明確にし、原価率を根拠欄に記載。
原価変動がある業種は、高い場合と低い場合の幅も
書いておきましょう。

売上原価16

正社員•パート•アルバイトの人数と額を根拠欄に記
載。

人件費17

光熱費や広告宣伝費等。詳細は根拠欄に記載。

その他18

創業者の職務経歴書です。学校は最終学歴や事業に
関するもののみ。
勤め先は名称と配属部署と主な業務、勤続年数。
数値で表せる実績があれば記載し、直近の年収 ( 額面
金額 ) も書きましょう。

経営者の略歴2

どんなものでも創業に役立つ資格があれば記載しま
しょう。

取得資格3

創業者が売りたい、そして売れると予測している商
品•サービスについて、それぞれの説明と販売価格、
客単価、１ヶ月の売上見込みを算出。そこから１ヶ月
の総売上を予測し、売上割合の高いものから 3 つを
記載しましょう

取扱商品・サービスの内容4

自社の商品•サービスのこだわり、他社との違い、目
新しい点や自社にしか答えられない顧客ニーズを記
載。価格や営業形態で同業他社より有利な点も挙げ
ましょう。

セールスポイント5

総売上の 25～30％以上の売上が発生するような、明
確な販売先があれば会社名等を記載。販売先が消費
者全般の場合は「一般個人」とし、年齢•性別•業種と対
象エリアなどの詳細が必要です。店舗がある場合は、
出店エリアの人通りや交通量なども書きましょう。

販売先6

誰から仕入れて、誰に外注して事業を進めて行くの
か、早い段階から詳細を確認しておきましょう。

人を雇う場合、いつ締めのいつ支払い、ボーナスを支
給するのであれば、その月を記載します。

人件費の支払い8
軌道に乗る目標時期はいつ頃？軌道に乗ったら変わる数値は何ですか？
客数や客単価、人件費などが上がることが多いですが、原価や原価率も変
わるようであれば加味して計算しましょう。

仕入先・外注先7


